
 

 

（第２号様式）                                                                                               令和８年３月26日 
神奈川県教育委員会教育長 殿 

県立横浜旭陵高等学校長  

令和７年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 
学校関係者評価 

（３月７日実施） 
総合評価（３月26日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等  成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

主体的・協働
的な教育活動
を通し、学習
意欲を高め、
課題解決力を
育成するため
の教育課程の
充実を図ると
ともに、生徒
の自己肯定感
を高める授業
改善への取り
組みを加速す
る。 

①学習指導要領に基づき
基礎的知識･技能の習得､
思考力･判断力･表現力等
の育成及び学びに向かう
力等の育成に取り組むと
ともに、認知行動療法を
活用した授業実践のみな
らず、その取組みを教科
以外の教育活動や校外の
活動にも拡大し、生徒の
認知の多様化を図る。 
 
②一人ひとりの学習ニー
ズに応えるとともに社会
で自立して活躍できるよ
う、生徒の自己肯定感の
向上を図り、知･徳･体の
バランスの取れた生きる
力の育成に取り組む。 

①認知行動療法を活用し
た多様な教育活動を実施
する。 
①授業相互参観を年２回
実施するとともに、認知
行動療法の要素を取り入
れた研究授業を通年で実
施して、組織的な授業改
善を進める。 
①｢何ができるようになる
か｣｢何を学ぶか｣｢どのよ
うに学ぶか｣を明確にした
上で指導の充実と改善を
図る。 
 
②１人１台端末を効果的
に活用し、「個別最適な
学び」と「協働的な学
び」の充実に取り組むと
ともに、「主体的・対話
的で深い学び」の実現に
向けた組織的な授業改善
を進める。 
②認知行動療法を活用し
た教育活動の指導内容と
指導方法について、組織
的に研究を進める。 

①認知行動療法を活用し
た取組みを複数回実施
し、その取組みを質問紙
調査等で効果測定して成
果が見られたか。 
①授業見学や研究授業の
振り返りを実施し、自己
肯定感を高めること、学
習意欲を向上させるこ
と、主体的に学び考える
力を育成することができ
たか。 
①令和４年度以降の入学
生の教育課程を適切に実
施できたか｡生徒に基礎的
知識･技能､思考力･判断
力･表現力､学びに向かう
力等を身に付けられるよ
うな指導方法の改善がで
きたか。 
②生徒による授業評価の
主体的な学びや対話的な
学び 
の項目で、成果が見られ
たか。 
②生徒自身が相互に学び
合うことのできる場面を
設定することができた
か。 

①認知行動療法を活用した取組みに
関する質問紙調査等の結果から、生
徒の学校適応が促進されたなどの成
果が見られた。 
①23期生の行事として校外学習（２
月）を実施し、多様な体験活動を通し
て、生徒の認知を豊かにすることがで
きた。 
①年２回の授業見学月間を実施した。
教科を問わず互いに授業見学をした
後、学力向上や生徒の自信につながる
授業、ICTを活用した主体的な学びに
ついて意見交換を行い、授業改善や生
徒把握に役立てた。 
①年次進行型単位制の学びをより充
実できる教育課程を実施することが
できた。 
②生徒による授業評価の結果では、
「他者の考えを知ることで、自らの考
えが広がったり深まったりした」「授
業の中で『身に付いた』『できるよう
になった』と感じることができた」と
いう項目で肯定的な回答が多く、主体
的な学びや対話的な学びの項目で、成
果が見られた。 
②生徒の自己肯定感を育む取組みとし
て、教職員対象の研修会（５，７，11
月）や、生徒対象のワークショップ
（４，５，６月）を実施した。 

①生徒の認知を多様にし、
自己肯定感を高めるための
教育活動を継続して推進す
るとともに、教職員対象の
研修会等を通じて指導方法
について情報共有を行い、
実践の質を向上させる。 
①授業見学月間については、
さらなる活性化を目指し、同
一教科だけではなく、他教科
の実践例からも学び合う機会
を増やし、教科横断的な取組
みの推進を図る。 
①引き続き、完校に向けた
業務と合わせて、生徒一人
ひとりが進路実現できるよ
うな年次進行型単位制の学
びの充実に取組み、事故無
く成績処理を行えるように
準備を行っていきたい。 
②授業の冒頭で、学習の見通
しを持たせる工夫をしたり、
根拠を大切にした話し合いを
促進する学習活動を意識的に
取り入れたりすることで、さ
らなる理解の深化を図る。 
②引き続き、認知行動療法を
活用した教育活動の指導内容
と指導方法について、組織的
に研究を進める。 

②生徒による授業評
価が高く、授業改善
の取組が着実に成果
を上げている。生徒
にとって学習への意
欲ややりがいにつな
がっている点が評価
できる。 
②サポートティーチ
ャーの取組は、生徒
一人ひとりに応じた
支援に大きな効果を
上げている。他の教
員とも連携し、より
広く活用していくこ
とが望ましい。 

①認知行動療法を取
り入れた授業実践に
より、生徒の肯定的
な認知変容や学校適
応の促進に確かな成
果が見られた。 
②ICT の活用等を通
じ、生徒の「主体的
な学び」「対話的な
学び」に関する評価
項目で肯定的な回答
が多く得られ、組織
的な授業改善が進ん
だ。 
②さらなる質の向上
に向けた教科横断的
な取り組みの推進
や、個に応じた学習
支援の継続が必要で
ある。 

①認知行動療法を活
用した教育活動を、
教科以外や校外活動
へも拡大し、教職員
研修を通じて指導の
質をさらに向上させ
る。 
②授業見学の活性化
により他教科の実践
から学び合う機会を
増やし、学習の見通
しを持たせる工夫や
根拠を大切にした話
し合いを促進する学
習活動を強化する。
②CO-Study LAB.で行
う学習支援や外国に
つながりのある生徒
の学習支援について
可能な範囲で引き続
き推進を図る。 

２ 
（ 幼 児 ・ 児
童・） 
生徒指導・支援 

学校のルール
を徹底するこ
とで社会規範
の学びにつな
げ る と と も
に、自分を大
切にし、他者
と協調できる
心豊かな人間
性を培うこと
をめざした、
一人ひとりを
大切にするき
め細やかな支
援教育を推進
する。 

①生徒の自己有用感の向
上を図るため､丁寧な生徒
指導及び教育相談を実践
することで、社会の中で
自分らしく生きることが
できるよう成長や発達を
支えるとともに、地域と
の連携を探りながら、規
範意識を高めるため､情報
モラルの向上をはじめ社
会生活で重要なルールや
マナーを身に付けさせ
る。 
②学校生活の充実を図る
ため､生徒会･委員会活動
や部活動を活性化させ
る。 
 

①スクールカウンセラ
ー、スクールソーシャル
ワーカー及び外部機関と
の連携をより強化すると
ともに､チーム支援や職員
研修の充実を通して生徒
の自己有用感を向上させ
る｡  
①教科･科目､特別活動等
様々な場面を通して規範
意識を高める。 
②生徒が諸活動に意欲的
に取り組むことのできる
ように支援する。 

①外部機関との連携を図
るとともに､チーム支援や
職員研修の一層の充実を
図ることができたか｡  
①様々な教育活動におい
て規範意識の向上を効果
的に進めることができた
か｡ 
 
 
 
②生徒が諸活動に意欲的
に取り組むことのできる
ように支援することがで
きたか。 

①児童相談所等との連携を図るな
ど、教育相談体制の確立に努め、連
絡を取り合いながら対応できた。ス
クールソーシャルワーカーの更なる
活用により、相談体制を手厚くする
ことができた。 
①教科・科目、特別活動等様々な取
組みを通して行うことができた。 
②部活動は少数ながらも、地道に活
動している。11 月の生徒会役員選挙
には６人の立候補者があり、全員信
任された。生徒会役員選挙は選挙管
理委員会が中心となり、滞りなく実
施できた。 

①今後も連絡をより密に取
り、教育相談を充実させる。
情報交換会議を効果的に活用
して課題のある生徒の支援を
継続的に行い、必要であれば
外部機関へと繋げる。 
①教科・科目以外の取組みに
おいて、効果的な方法やより
具体的な内容を検討する。 
 
②職員減を踏まえた顧問配置
が課題である。生徒会につい
ては役員減の中活動の継続性
が課題である。 

①ソーシャルスキル
トレーニングの導入
により、生徒が「で
きなかったことをで
きるようになる」経
験を積んでいること
は大変意義深い。社
会生活に必要な力の
育成にもつながるた
め、指導方法や成果
を共有できる場を設
けると、より効果的
な取組となる。 

①スクールカウンセ
ラーやスクールソー
シャルワーカー等と
の連携強化により、
手厚い教育相談体制
が構築された。ソー
シャルスキルトレー
ニングの導入により
生徒の社会生活に必
要な力の育成に非常
に意義深い効果を上
げた。 
②教職員減に伴う部
活動の顧問配置や、
生徒数減少の中での
生徒会活動の内容に
ついてフレキシブル
な対応が必要であ
る。 
 

①引き続き関係者と
密に連携し、情報交
換会議等を効果的に
活用して支援が必要
な生徒への早期対応
を継続する。ソーシ
ャルスキルトレーニ
ングの指導方法や成
果を校内で共有す
る。 
②生徒会活動につい
ては役員減に応じた
柔軟な活動形態を支
援する。 



 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和６年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 
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３ 進路指導・支援 

生徒一人ひと
りの進路実現
を目指し、外
部 と も 連 携
し、学びの場
を増やすこと
で、必要な基
盤となる能力
や態度を育成
する。 

①卒業時までを見通した
キャリア教育実践プログ
ラムの充実を図るため､グ
ループ間の連携を一層推
進するとともに、｢人と社
会と未来につながる力｣を
育成するため､キャリアの
時間のさらなる充実を図
り、生徒の進路への意識
を高める。 
②生徒一人ひとりの進路
希望の実現に向けて組織
的な進路指導体制を一層
向上させる｡ 

①キャリア教育実践プロ
グラムの充実に向け､校
内体制を整備するととも
に外部機関との連携を強
化する｡ 
②キャリアの時間の充実
に向け、グループ及び年
次間での情報共有等､連
携･協力体制を推進する｡ 
②生徒の希望進路の実現
に向け、組織的なキャリ
アカウンセリング、ガイ
ダンス、補習、模擬試
験、面接指導等、一人ひ
とりに応じた指導を実施
する｡ 

①キャリア教育実践プロ
グラムの充実に向け､校
内体制の整備や外部機関
との連携を強化すること
ができたか｡ 
②キャリアの時間の指導
を通して、生徒が具体的
な進路希望を持ち、進路
探究に対する意識を高め
ることができたか｡卒業
年次の80％以上が具体的
な進路希望を持ったか。 
②個々の生徒の希望進路
に応じた組織的なキャリ
アカウンセリング、ガイ
ダンス、補習、模擬試
験、面接指導等を十分に
行うことができたか｡ 

①キャリア教育に関して年次間での
引き継ぎや情報共有を積極的に行っ
た。夏季休業中に、一日看護体験
（延べ 24 人）、インターンシップ
（延べ２人）、「仕事の学び場」
（延べ２人）に参加し、今後の進路
選択について考えることができた。 
②生徒の進路希望に応じた進学・就
職模擬面接やガイダンスを行い、き
め細やかな支援を行い、結果として
89％の生徒が進路決定となった。卒
業年次は新たに校内模試を年4回実施
し（4・6・10・11 月）、延べ人数 32
名が受験した。受験結果を担任と共
有し、面談を行い志望校の決定に活
用した。 
②キャリアカウンセリングは2年次の
み実施し、延べ人数 332（昨年度
967）名が積極的に活用し、個に応じ
た効果的なカウンセリングが実施で
きた。 

①「キャリアの時間」の今年
度の検証を含め、「探究型学
習」を踏まえた学習内容や手
法について継続して検討す
る。 
②進路の確定を目指して、本
人と家庭、担任の情報交換を
さらに密に行う。特に進学に
必要な資金の確認を６月３者
面談で確認し、生徒の前で伝
えづらいことについては、担
任やＳＳＷとの保護者面談を
行う。また、進学から就職へ
変更となった生徒への指導は
ハローワークと連携し、２次
募集を実施している企業への
見学を早急に行う。 

①生徒一人ひとりに
丁寧に向き合う姿勢
が見られ、社会で生
きていくための力を
育む指導が行われて
いる。学習の先を見
据えた教育が実践さ
れている。 
②地域の施設や事業
所を活用し、進路の
具体的なイメージを
つかむ機会をさらに
充実させていくこと
が期待される。 

①きめ細やかなキャ
リアカウンセリング
（延べ332名）や模擬
面接、校内模試の実
施により、進路決定
率 89％という高い成
果を得ることができ
た。 
②インターンシップ
や外部プログラムへ
の参加を通じ、生徒
が自身の将来を具体
的に考える機会を確
保できた。 

①「キャリアの時
間」の内容を検証
し、「探究型学習」
を踏まえた学習内容
や手法について継続
して検討する。 
②三者面談等を通じ
て家庭との情報共有
を一層密にする。進
学費用の確認など家
庭とのより早い段階
での連携や、進路変
更者への迅速な対応
を継続する。ハロー
ワーク等の外部機関
と連携した就職支援
体制を継続・強化す
る。 

４ 地域等との協働 

地域や保護者
等との連携・
協 働 を 促 進
し、学校の教
育力向上を図
る。 
 
 
 
 

①｢社会に開かれた教育
課程｣を実現するため､地
域及び様々な研究機関や
専門家等との連携をより
一層強化する。 
②生徒会､委員会､部活動
等における学校外での活
動や、生徒のボランティ
ア活動への参加を促進
し、地域との連携を通し
て社会貢献に対する意識
を向上させる｡ 

①学校運営協議会の一層
の充実を通して｢社会に
開かれた教育課程｣を実
現する。 
②生徒会執行部、委員
会、部活動へ積極的に情
報提供する｡ 
②ボランティアガイダン
ス等を通じて、生徒の地
域理解を深める。 

①研究機関や専門家との
連携が生徒の成長に効果
的に機能したか。 
②生徒会執行部、委員
会、部活動が地域のイベ
ント等を通じた交流が促
進できたか｡ 
②ボランティア活動や学
校外の諸活動に生徒が参
加することで、生徒の地
域理解が深まったか。 

①生徒会役員が大学の先生に教えを請
いながら、生徒向けの「アサーショ
ン」の授業を計画し、９月に卒業年次
生への授業を実施した。 
②校内の清掃ボランティア「Gommy」
による有志の地域清掃を実施した。 
②生徒会役員が、ズーラシア駅伝に
役員として参加し、運営に協力し
た。 

①来年度の実施についても検
討するが、生徒会役員減少の
中で、どこまでできるかが課
題である。 
②生徒減の中、活動は縮小せ
ざるをえないが、継続できる
よう生徒会役員を支援する。 
②生徒減、職員減の中ではあ
るが行事継続の検討をする。 

①校外学習を通して
地域との交流が図ら
れている。来年度も
小学生との交流な
ど、地域の人々と関
わる活動を継続し、
ボランティア精神や
社会性を育む機会を
確保してほしい。 

①大学と連携した
「アサーション」の
授業や地域清掃、地
域のイベントへの協
力など、「社会に開
かれた教育課程」の
実践が進んでいる。 
②生徒や教職員の減
少という制約がある
中でも、地域との交
流が維持されてい
る。 

①これまでの活動、
その効果を活かすよ
う、実施内容を吟味
し、実行する。 
②ボランティアガイ
ダンス等を通じて生
徒の地域理解を深め
る機会を継続的に確
保できるよう、生徒
会等を支援する。 

５ 
学校管理 
学校運営 

教育環境の変
化に柔軟に対
応するととも
に、事故不祥
事防止を徹底
し、生徒・保
護者や地域か
ら信頼される
学校づくりを
推進 
する。 
 

①生徒の命と健康を守る
ため､学校防災体制を整備
するとともに感染症拡大
防止対策を推進する｡ 
②安全安心な環境で生徒
の学びを進めるため､不祥
事及び事故の未然防止に
向けた教職員の見識を向
上させる｡ 
③生徒・保護者や地域か
ら信頼される学校づくり
を進めるため、働き方改
革の取組を加速化し、教
職員が力を十分発揮でき
る職場の環境整備と健康
の保持増進を図る。 
 

①自他の生命を尊重でき
るための教育及び自然災
害等に適切に対処できる
ための防災教育を推進す
る｡ 
②定期的に研修会を実施
するなど、不祥事防止会
議の充実を図る。 
③外部人材の効果的な活
用による教職員の業務負
担軽減や、課題を抱える
生徒への支援を行い、チ
ームで支える学校づくり
を推進する。 

①生命を尊重することや
防災に対する生徒の意識
が向上したか｡ 
②不祥事及び事故を未然
に防ぐことができたか。 
③外部人材の効果的な活
用による教職員の業務負
担軽減や、課題を抱える
生徒への支援を行い、チ
ームで支える学校づくり
を推進することができた
か。 

①3・11 を風化させない取組み（３
月）や防災訓練（９月）を行い、災
害時に必要な情報やいのちの大切さ
を伝えることができた。 
②定期的な不祥事防止会議や研修を
通じ、教職員の見識向上に努めた。
重大な不祥事や事故の発生はなく、
安全安心な環境を維持することで生
徒の学びを継続的に保障できた。 
③業務アシスタントや SC 等との連
携で負担を軽減。かながわ子ども
サポートドック等を活用し組織的
な支援体制を構築したことで、チ
ームで課題に当たる意識が全校に
浸透する成果を得た。 

①いのちを守る教育と防災教
育がより実効的なものになる
よう、今後も継続していく。 
②意識の形骸化防止が課題。
今後は具体的な事例研究を深
め、SNS利用や体罰防止等、多
角的な視点から研修を充実さ
せることで、不祥事ゼロの体
制をより強固なものにする。 
③今後は「すぐーる」等の
DX 活用により情報共有を効
率化し、全教職員の健康保
持と業務の平準化に向けた
取組みを一層加速させる。 

①生徒数・教職員数
が減少する中でも、
学校生活を充実させ
ようとする前向きな
姿勢が見られ、様々
な活動が継続されて
いる。 
②完校を控える中で
も、生徒・教職員が
協力し、多様な活動
に取り組んでいて、
学校全体の雰囲気の
良さが保たれてい
る。来年度も制約の
ある中で工夫しなが
ら活動を継続してほ
しい。 

①②防災訓練や不祥
事防止研修の定期的
な実施により、安
全・安心な教育環境
を維持し、重大な事
故・不祥事ゼロを継
続した。 
③業務アシスタント
の活用や「すぐー
る」等の導入によ
り、教職員の業務負
担軽減と情報共有の
効率化が進んだ。 

①②意識の形骸化を
防ぐため、事例研究
を深める研修等を実
施し、体制をより強
固にする。 
③ICT利活用をさらに
加速させ、全教職員
の健康保持と業務の
平準化を一層推進す
る。 

 


